
 

三朝町空き家家財道具等処分費補助金交付要綱 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、三朝町補助金等交付規則（平成17年三朝町規則第13号。以下「規則」とい

う。）第４条の規定に基づき、三朝町空き家家財道具等処分費補助金（以下「本補助金」とい

う。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（交付目的）  

第２条 町は、三朝町移住定住促進事業補助金交付要綱（平成25年三朝町告示第33号）又は三朝

町若年子育て世帯移住定住促進補助金交付要綱（平成29年三朝町告示第48号）の補助対象者が購

入し、又は賃借しようとする空き家の所有者に対し、当該空き家の家財道具等を処分するため

に必要な費用を助成することにより、空き家の有効活用を図るとともに、本町への移住及び定

住の促進を図ることを目的とし、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

（補助対象者）  

第３条 本補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１) 空き家の所有者（空き家を購入した場合にあっては、当該購入前の所有者） 

(２) 町長が特別な事情があると認めた者 

（補助対象物件）  

第４条  本補助金の交付の対象となる空き家（以下「対象物件」という。）は、三朝町移住定住

促進事業補助金又は三朝町若年子育て世帯移住定住促進補助金の交付決定を受けた当該補助金

の補助対象者が、購入し、又は賃借しようとする空き家（三朝町空き家・空き地バンク事業実施

要綱（平成23年三朝町告示第78号）第４条に基づき空き家・空き地バンクに登録又は登録を予定さ

れているものに限る。）とする。 

（補助対象経費） 

第５条  本補助金の対象となる経費は、対象物件内の残存する家財道具等の処分及び搬出に要す

る経費（以下｢対象経費｣という。）とする。 

（本補助金の額） 

第６条  本補助金の額は、対象経費の総額とし、その額に 1,000 円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てた額とする。ただし、20万円を限度とする。 

（本補助金の交付申請） 

第７条  本補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、三朝町空き家家財道

具等処分費補助金交付申請書兼請求書（様式第１号。以下「様式第１号」という。）に次に掲

げる書類を添えて、町長に提出するものとする。 

（１） 対象経費に係る施行業者等が発行する領収書の写し 

（２） 対象物件に係る売買又は賃貸借契約書の写し 

（３） 対象物件に係る三朝町移住定住促進事業補助金交付決定通知書又は三朝町若年子育て世帯

移住定住促進補助金交付決定通知書の写し 

（４） 家財道具等の処分及び搬出の成果が確認できる写真 

（５） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 規則第 17条の実績報告及び規則第 20条の請求は、様式第１号の提出をもってこれに代える。 



（本補助金の交付決定） 

第８条  町長は、前条第１項の規定による本補助金の交付申請を受けたときは、本補助金の交付

決定及び額の確定をし、三朝町空き家家財道具等処分費補助金交付決定書（様式第２号）によ

り、申請者に通知するものとする。 

（本補助金の返還） 

第９条  町長は、申請者が偽りその他不正な手段により本補助金の交付を受けたとき、又はこの

要綱に定める目的に反して本補助金の給付を受けたと認められるときは、これを返還させるも

のとする。 

（規則との調整） 

第 10 条 規則第 27 条の規定により、本補助金の交付申請、実績報告、交付決定及び請求に関し

ては、規則の規定にかかわらず、この要綱の定めるところによる。 

（その他） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

    附  則 

この改正は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 


